
貸 借 対 照 表
平成１３年２月２０日現在

増 減 金 額
当　　　　 期前　　　　 期

科　　　　　　　目
構成比金　　　 額構成比金　　　 額

１，５２２
△　　４７
－
４９４
４
２
５４２
－

△ 　１３７
△　 　４
△　 　３
２
０

８，１０１
６８４
１５０
７,９９０
５８
５８
５４２
７００
１,０５１
３３
１
８２

△　　 ５

６，５７９
７３２
１５０
７，４９６
５３
５６
－
７００
１，１８８
３８
４
７９

△　　 ６

　 　（資　産　の　部）
　流　動　資　産

 １．  現 金 及 び 預 金
 ２．  売 掛 金
 ３．  有 価 証 券
 ４．  商 品
 ５．  前 渡 金
 ６．  前 払 費 用
 ７．  繰 延 税 金 資 産
 ８．  短 期 貸 付 金
 ９．  未 収 入 金
 １０．  立 替 金
 １１．  自 己 株 式
 １２．  そ の 他
 １３．  貸 倒 引 当 金
   流 動 資 産 合 計
　固　定　資　産
　   有 形 固 定 資 産
 １．  建 物
 ２．  構 築 物
 ３．  機 械 及 び 装 置
 ４．  車 両 及 び 運 搬 具
 ５．  器 具 及 び 備 品
 ６．  土 地
 ７．  建 設 仮 勘 定
   有形固定資産合計
　   無 形 固 定 資 産
 １．  営 業 権
 ２．  借 地 権
 ３．  ソ フ ト ウ ェ ア
 ４．  そ の 他
   無形固定資産合計

  投 資 等
 １．  投 資 有 価 証 券
 ２．  子 会 社 株 式
 ３．  子 会 社 出 資 金
 ４．  長 期 貸 付 金
 ５．  長 期 前 払 費 用
 ６．  投 資 不 動 産
 ７．  差 入 保 証 金
 ８．  店 舗 賃 借 仮 勘 定
 ９．  そ の 他
 １０．  貸 倒 引 当 金
   投 資 等 合 計
   固 定 資 産 合 計
   資 産 合 計

２，３７５

１，５６０
４０８

△　　６９
△　　 ３
△ 　１６０
１６２

△ 　７１６

１６．０１９，４４８

４２，５０９
４，００８
５２６
２８
１，５９３
２４，６８４
１，０１８

１４．３１７，０７２

４０，９４９
３，６００
５９５
３１
１，７５３
２４，５２２
１，７３４

１，１８１

△　　 ３
２６９
２８３
４１

６１．２７４，３７０

８
３，１３５
２８３
４９５

６１．５７３，１８８

１１
２，８６６
－
４５４

５９１

２２２
－
７
４９２
３４７

△　　 ０
△ ２，０７７
△ 　７７７
△　　 ７
０

３．２３，９２３

２，２４６
２，３２１
７
５００
１，３９０
９７０
１６，３０３
３５
１

△　　３９

２．８３，３３１

２，０２３
２，３２１
－
７

１，０４２
９７０
１８，３８１
８１３
９

△　　３９
△ １，７９２１９．６２３，７３７２１．４２５，５３０
△　　１９８４．０１０２，０３０８５．７１０２，０５０
２，３５６１００．０１２１，４７９１００．０１１９，１２２

％百万円％百万円 百万円

－ ２３ －



増 減 金 額
当　　　　 期前　　　　 期

科　　　　　　　目
構成比金　　　 額構成比金　　　 額

７１３

△ １，８４２

１，７０９

△　 ８９１

６０

７９８

２１４

△　　９２

４５７

７５

９，２１８

１８，１２０

４，６０４

３，６６３

２，４０１

９３１

４６４

４９５

１，９４７

１，４９５

８，５０５

１９，９６２

２，８９４

４，５５４

２，３４０

１３３

２４９

５８７

１，４８９

１，４２０

　 　（負　債　の　部）

　流　動　負　債

 １． 買 掛 金

 ２． 短 期 借 入 金

 ３． 一年以内返済予定長期借入金

 ４． 未 払 金

 ５． 未 払 費 用

 ６． 未 払 法 人 税 等

 ７． 未 払 消 費 税 等

 ８． 預 り 金

 ９． 設備関係支払手形

 １０． そ の 他

   流 動 負 債 合 計

　固　定　負　債

 １． 長 期 借 入 金

 ２． 繰 延 税 金 負 債

 ３． 退 職 給 与 引 当 金

 ４． 役員退職慰労引当金

 ５． 預 り 保 証 金

   固 定 負 債 合 計

   負 債 合 計

　 　（資　本　の　部）

　資　　本　　金

　 法 定 準 備 金

 １． 資 本 準 備 金

 ２． 利 益 準 備 金

   法 定 準 備 金 合 計

　剰　　余　　金

 １． 圧 縮 記 帳 積 立 金

 ２． 特 別 償 却 準 備 金

 ３． 別 途 積 立 金

   任 意 積 立 金 合 計

   当 期 未 処 分 利 益

   （ う ち 当期利益）

   剰 余 金 合 計

   資 本 合 計

   負債及び資本合計

１，２０４

△　 ３０７

７０１

△　　１５

△ 　　８

９３５

３５．７４３，３４２

１１，４８１

７０１

１８２

２７１

８，０８９

３５．４４２，１３７

１１，７８８

－

１９７

２８０

７，１５４

１，３０６１７．１２０，７２７１６．３１９，４２１

２，５１０５２．８６４，０６９５１．７６１，５５９

－

－

９６

１１．６１４，１１７

１４，０２７

１，２６８

１１．８１４，１１７

１４，０２７

１，１７２

９６

△　 ８４５

２３

－

１２．６１５，２９６

１，１４３

１０５

２１，７００

１２．８１５，２００

１，９８９

８１

２１，７００

△　 ８２１

５７０

（１３０）

２２，９４９

５，０４５

（１，２９８）

２３，７７０

４，４７５

（１，１６７）

△　 ２５０２３．０２７，９９５２３．７２８，２４５

△　 １５４４７．２５７，４０９４８．３５７，５６３

２，３５６１００．０１２１，４７９１００．０１１９，１２２

％百万円％百万円 百万円

－ ２４ －



損 益 計 算 書
自平成１２年２月２１日　至平成１３年２月２０日

対前期
増減率増 減 金 額

当　　　　 期前　　　　 期
科　　　　　　　目

百分比金　　　 額百分比金　　　 額

６．３

５．８

１２，２６５
１１，０７４
６８０
５１０
１１，１２９
６，３３８
４，７９１

１００．０

９８．５

２０７，１０１
２０１，７１８
２，６９６
２，６８６
２０３，９２４
１５０，０４６
５３，８７７

１００．０

９９．０

１９４，８３６
１９０，６４３
２，０１６
２，１７６
１９２，７９４
１４３，７０８
４９，０８５

　（経常損益の部）
 営 業 損 益 の 部
　営　業　収　益
  売 上 高
  不 動産賃貸収入
  その他の営業収入
　営　業　費　用

 売 上 原 価
販売費及び一般管理費

　営　業　利　益
 営業外損益の部
　営 業 外 収 益
受取利息及び配当金

　  そ の 他
　営 業 外 費 用
　  支 払 利 息
　  そ の 他
 経 常 利 益
　（特別損益の部）
　特　別　利　益
貸倒引当金戻入額

  規定改定に伴う役員退職慰労引当金取崩額
  固 定資産売却益
  投資有価証券売却益
  賃 貸契約解約金
　特　別　損　失
厚生年金基金過去勤務費用掛金
固定資産売却損及び除却損
投資有価証券評価損

  社 葬 費 用
南紀熊野体験博施設協賛金

　税引前当期利益
法人税、住民税及び事業税

  法 人税等調整額
　当　期　利　益
  前 期 繰 越 利 益
過年度税効果調整額
税効果会計適用に伴う圧縮記帳積立金取崩額

税効果会計適用に伴う特別償却準備金取崩額

利益による自己株式消却額
合併による自己株式消却額
 中 間 配 当 額

  中間配当に伴う利益準備金積立額
 当期未処分利益

５５．６

△３４．６

１１．３

１，１３５

△ 　３９０
△　　２２
△ 　３６８
８５
６３
２１

１．５

０．４

０．４

３，１７７

７３７
６１
６７５
８４５
５９５
２５０

１．０

０．６

０．４

２，０４１

１，１２８
８４
１，０４４
７５９
５３１
２２８

２７．３

△６５．７

△２７．３

６５８

△ 　３２６
△　　１９
△ 　２４５
１６

△　　８０
３

△ 　２６３
１７

△ 　２９４
１６９

△　　５５
△ 　１００

１．５

０．１

０．４

３，０６９

１７０
０
－
１６
－
１５２
７００
１７９
３０４
２１７
－
－

１．２

０．３

０．５

２，４１０

４９６
２０
２４５
０
８０
１４９
９６４
１６２
５９９
４７
５５
１００

３０．７５９６
５８７

△ 　１２１

１．２
０．７
△０．１

２，５３８
１，３６２
△　 １２１

１．０
０．４
－

１，９４２
７７４
－

１１．２１３０
△ １，７８５
△ 　２８０
８１９
７５
２１８

△ １，７７８
△　　４７
△　　 ４

０．６１，２９８
３，８５０
△　 ２８０
８１９
７５
２１８
－
４５３
４５

０．６１，１６７
５，６３６
－
－
－
－
１，７７８
５００
５０

５７０５，０４５４，４７５

％百万円百万円 ％百万円 ％

－ ２５ －



利 益 処 分 案

増 減 金 額当 期前 期科　　　　　　　目

５７０

△  　１７

５５３

　　

　　

△ 　　５

△  　４７

５

△  　４８

６４９

５，０４５

８

５，０５４

　　

　　

４６

４５２

１株につき1０円

５

５１

４，４９９

４，４７５

２５

４，５０１

　　

　　

５１

５００

１株につき11円

　

－

９９

３，８５０

当 期 未 処 分 利 益

圧縮記帳積立金取崩額

合　　　　　　計

これを次のとおり

処分いたします。

利 益 準 備 金

利 益 配 当 金

取 締 役 賞 与 金

特 別 償 却 準 備 金

次 期 繰 越 利 益

百万円百万円百万円

－ ２６ －

（注）１．圧縮記帳積立金の取崩しおよび特別償却準備金の積立ては、租税特別措置法の規定に

基づくものであります。

 　　２．前期は平成１１年１１月１０日に５００百万円（１株につき１１円）、当期は平成１２年１１月１０日に

４５３百万円（１株につき１０円）の中間配当をそれぞれ実施いたしました。

（１株当たり配当金）

当　　期（１３年２月期）前　　期（１２年２月期）
期　末中　間年　間期　末中　間年　間

１ ０　 ０ ０

－

１ ０　 ０ ０

－

２ ０　 ０ ０

－

１ １　 ０ ０

  １　 ０ ０

１ １　 ０ ０

  １　 ０ ０

２ ２　 ０ ０

  ２　 ０ ０

普 通 株 式
（内　 訳）
　　　 記念配当

円　 銭 円　 銭 円　 銭 円　 銭 円　 銭 円　 銭

普通配当１０円
記念配当 １円〔 〕



１．有価証券及び投資有価証券の評価基準及び評価方法

　取引所の相場のあるものについては、移動平均法に基づく低価法（洗替え方式）、その他は移動平均法

に基づく原価法によっております。
　

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　売価還元法に基づく原価法によっております。但し、物流センター在庫等は最終仕入原価法に基づく

原価法によっております。
　

３．固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産

　法人税法の規定に基づく定率法によっております。但し、平成１０年度の法人税法の改正に伴い、平

成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。

　無形固定資産及び長期前払費用

　法人税法の規定に基づく定額法によっております。但し、無形固定資産のうち自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
　

４．貸倒引当金は、法人税法による法定繰入率に基づく限度額のほか、債権の回収可能性を個別に検討し

て計上しております。
　

５．退職給与引当金は、平成５年４月１日から厚生年金基金制度へ全面的に移行したことにより不要とな

りましたので、移行時の残高をこの制度の過去勤務費用の掛金期間によって取崩しております。なお、

平成１２年３月３１日現在の年金資産の合計額は５，８７８百万円（うち厚生年金保険法第８５条の２に規定する責

任準備金の金額は１，３１８百万円）であり、過去勤務費用の掛金期間は２０年であります。また、過去勤務費

用の掛金は、移行に伴う退職給与引当金の取崩額と相殺して特別損益の部に記載しております。
　

６．役員退職慰労引当金は、内規に基づく期末要支給額を計上しております。なお、当引当金は商法第２８７

条ノ２に規定する引当金であります。
　

７．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
　

８．消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。
　

９．前期まで、投資等の「長期前払費用」に含めていた自社利用のソフトウェア（２７３百万円）の表示につ

いては、当期より「長期前払費用」から無形固定資産の「ソフトウェア」に変更しております。
　

１０．当期より税効果会計を適用しております。これに伴い、税効果会計を適用しない場合と比較し、繰延

税金資産（流動資産５４２百万円）、繰延税金負債（固定負債７０１百万円）がそれぞれ新たに計上されるとと

もに、当期利益は１２１百万円、当期未処分利益は７３５百万円多く計上されております。
　

　　当社が投資有価証券として株式を所有している株式会社ベターライフは、平成１３年３月１９日付けで大

阪地方裁判所へ民事再生法の手続き開始を申請しました。

　　なお、当社の所有する同社株式は７４０千株、貸借対照表計上額は４５１百万円であります。

　（重要な会計方針）

－ ２７ －

　（重要な後発事象）



（リース取引関係）

当　　　　　　　　　　　期前　　　　　　　　　　　期

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

  取得価額相当額
  減価償却累計額相当額
  期末残高相当額
２．未経過リース料期末残高相当額
  １ 年 内 ２，３４５百万円
  １ 年 超 ４，６９７百万円
  　 合　 計　  ７，０４２百万円
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額

  支 払 リ ー ス 料 ２，３４２百万円
  減価償却費相当額 ２，１４８百万円
  支払利息相当額 １９４百万円
４．減価償却費相当額の算定方法
左に同じであります。

５．利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

  取得価額相当額
  減価償却累計額相当額
  期末残高相当額
２．未経過リース料期末残高相当額
  １ 年 内 １，７６３百万円
  １ 年 超 ３，７０３百万円
  　 合　 計　  ５，４６７百万円
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額

  支 払 リ ー ス 料 １，９５６百万円
  減価償却費相当額 １，７８１百万円
  支払利息相当額 １７１百万円
４．減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額
相当額との差額を利息相当額とし、各期
への配分方法については、利息法によっ
ております。

合 計器具及び備品機械及び装置

１０，５０７百万円

 ５，３０２　　　

８，１８０百万円

４，２２９　　　

２，３２７百万円

１，０７３　　　

 ５，２０４　　　３，９５０　　　１，２５４　　　

－ ２８ －

注　記　事　項

（損益計算書関係）

当　　　期前　　　期項　　　　　　　　　　　目

１，２６２６，３２２売 上 高

子 会 社 と の 取 引 高 ２，７８１２，１６３仕 入 高

３８７４営業取引以外の取引高

百万円 百万円

（貸借対照表関係）

当　　　期前　　　期項　　　　　　　　　　　目

４６，５７９４１，９８９１．  有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額

５７５５７５土 地

２．  担保に供されている資産 ８４３７４９建 物

１１１０定 期 預 金

９２１８３２短期金銭債権

３．  子会社に対する債権・債務
５００－長期金銭債権

２０３３１１短期金銭債務

１，２４８１，００７長期金銭債務

５，４１９４４０４．  保 証 債 務

１，８４４４，８７５５．  自 己 株 式 の 数

２５１，０００－消 却 株 式 数
６．  自 己 株 式 消 却

２１８－取得価額総額

百万円

　株

百万円

　株

　株

百万円

合 計器具及び備品機械及び装置

１３，１２５百万円

 ６，３６４　　　

１０，７０７百万円

 ４，９３２　　　

２，４１８百万円

１，４３１　　　

 ６，７６１　　　 ５，７７４　　　 ９８７　　　



（単位　百万円）

－ ２９ －

※当連結会計年度に係る「有価証券の時価等」については、連結財務諸表における注記事項として記載し

ております。

（有価証券の時価等）

前期（平成１２年２月２０日現在）
種　　　　　　　　　　 類

評　価　損　益時　　　　　価貸借対照表計上額

１

－　

－　

７

－　

－　

５

－　

－　

流動資産に属するもの

  株 式

  債 券

  そ の 他

  小 計 １７５

２２

－　

５７

１，３６６

－　

２５７

１，３４４

－　

１９９

固定資産に属するもの

  株 式

  債 券

  そ の 他

  小 計 ７９１，６２３１，５４４

８１１，６３１１，５５０  合 計

（注）

前　　期（平成１２年２月２０日現在）

１．　時価（時価相当額を含む）の算定方法
　　 上 場 有 価 証 券
　主に東京証券取引所及び大阪証券取引所の最終価格であります。

　　 店頭売買有価証券
　日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

　　 非上場の証券投資信託の受益証券
　基準価格であります。

２．　流動資産に属する株式には、自己株式を含んで表示しており、その評価損益は△０百万円であ
ります。なお、固定資産に属する株式には、自己株式は含まれておりません。

３．　開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額
（流動資産）
　　　割引金融債 １４９百万円
（固定資産）
　　　優先株式 ２００百万円
　　　店頭売買株式を除く
 ２，６００百万円
　　　非　上　場　株　式
（うち関係会社株式） （２，４２８百万円）

※当連結会計年度に係る「デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益」については、連結財務諸表に

おける注記事項として記載しております。

　前期については該当事項はありません。

（デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益）



－ ３０ －

　（税効果会計関係）

当　　　　　　期　　（平成１３年２月２０日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　繰延税金資産 （単位　百万円）

未払事業税否認 ７７

賞与引当金損金算入限度超過額 １４０

商品券益金算入 ２１８

退職給与引当金累積限度超過額 ７６

役員退職慰労引当金否認 １１３

その他 １４０

　　　繰延税金資産合計 ７６６

　　　繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △　８１３

特別償却準備金 △　１１２

　　　繰延税金負債合計 △　９２５

　　　繰延税金負債の純額 △　１５９

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の原因となった項目

別の内訳 （単位　％）

　　　法定実効税率 ４１．７

（調　整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 ０．６

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △　０．２

住民税均等割等 ５．５

その他 １．３

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４８．９



役 員 の 異 動

１．代表者の異動

　　　　　該当事項はありません。

２．その他役員の異動

　 役員の新任・退任

　　 　新任取締役候補

  常 務 取 締 役 村上　　肇（現　経営情報本部長）
  （経営情報本部長）

  取 締 役 末原　逸雄（現　販売本部長）
  （ 販 売 本 部 長 ）

　　 　退任予定取締役

　　　　　該当事項はありません。

　　 　新任監査役候補

  常 勤 監 査 役 大塚　和彦（現　内部監査室長）

  監査役（社外監査役） 津田　　幸（現　和歌山県婦人団体連絡協議会会長）

　　 　退任予定監査役

  監 査 役 榎本　文春

  監 査 役 川邑　宗司

　 役員の役職の異動

  監 査 役 橋本　　清（現　常勤監査役）

以　上

－ ３１ －


